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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第67期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    第68期第３四半期連結累計期間及び第67期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第67期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第３四半期 
連結累計期間

第68期
第３四半期 
連結累計期間

第67期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 50,895 52,810 79,951 

経常利益 (百万円) 19 1,676 3,295 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△) 

(百万円) △31 723 1,866 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △181 628 1,708 

純資産額 (百万円) 51,528 53,091 53,398 

総資産額 (百万円) 76,261 79,840 80,390 

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△) 

(円) △0.53 11.98 30.92 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.2 65.1 65.1 

回次
第67期

第３四半期 
連結会計期間

第68期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 1.36 0.08 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から緩やかに持ち直している

ものの、欧州の政府債務危機等により世界的な景気の先行きが不透明であることから、依然として厳し

い状況にあります。 

当防災業界におきましては、需要低迷が続くなか、市場の動向にあまり変化はみられず、なお厳しい

受注環境となっております。 

このような環境のなか、当社グループは市場のニーズに応えるべく積極的な営業活動と収益改善に努

めました。その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は52,810百万円（前年同四半期比

3.8％増）となりました。 

売上高の内訳をセグメント別にみますと、火災報知設備は18,454百万円（前年同四半期比3.7％

減）、消火設備は16,626百万円（前年同四半期比14.1％増）、保守点検等は14,475百万円（前年同四半

期比4.0％増）、その他は3,254百万円（前年同四半期比0.7％増）となりました。 

利益につきましては、営業利益は1,548百万円（前年同四半期は営業損失171百万円）、経常利益は

1,676百万円（前年同四半期は経常利益19百万円）、四半期純利益は723百万円（前年同四半期は四半期

純損失31百万円）となりました。 

なお、当社グループの売上高は建設業界の影響を受ける部分が多いため、下期、特に第４四半期に集

中する傾向があります。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産につきましては、未成工事支出金5,315百万円の増加等

があったものの、受取手形及び売掛金3,586百万円の減少、現金及び預金2,354百万円の減少等により、

前連結会計年度末に比べ549百万円減少し、79,840百万円となりました。 

負債につきましては、流動負債は193百万円の減少、固定負債は48百万円の減少となり、負債合計は

前連結会計年度末に比べ241百万円減少し、26,749百万円となりました。 

純資産につきましては、利益剰余金183百万円の減少、その他有価証券評価差額金122百万円の減少等

により、前連結会計年度末に比べ307百万円減少し、53,091百万円となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,204百万円であります。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 60,832,771 60,832,771
東京証券取引所
（市場第一部）

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式であり、単
元株式数は1,000株であ
ります。 

計 60,832,771 60,832,771 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年10月１日～ 
平成23年12月31日 

― 60,832 ― 13,302 ― 12,743
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

  

① 【発行済株式】 

  平成23年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

  平成23年９月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式     375,000

― 単元株式数  1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式  60,142,000 60,142 単元株式数  1,000株

単元未満株式 普通株式     315,771 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 60,832,771 ― ―

総株主の議決権 ― 60,142 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
能美防災株式会社 

東京都千代田区 
九段南４丁目７番３号 375,000 ― 375,000 0.62 

計 ― 375,000 ― 375,000 0.62 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,297 16,942

受取手形及び売掛金 ※2  24,888 ※2, ※3  21,301

有価証券 2,000 2,000

商品及び製品 2,550 2,767

仕掛品 1,037 844

原材料及び貯蔵品 3,496 3,808

未成工事支出金 3,430 8,746

その他 2,104 2,488

貸倒引当金 △259 △235

流動資産合計 58,545 58,664

固定資産   

有形固定資産 12,377 12,010

無形固定資産   

のれん 64 52

その他 1,411 1,307

無形固定資産合計 1,476 1,359

投資その他の資産   

投資有価証券 2,969 2,856

その他 5,188 5,100

貸倒引当金 △167 △150

投資その他の資産合計 7,990 7,806

固定資産合計 21,844 21,176

資産合計 80,390 79,840

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,763 ※3  8,523

短期借入金 33 32

未払法人税等 1,089 708

賞与引当金 2,357 998

完成工事補償引当金 38 13

工事損失引当金 379 507

その他 7,978 9,662

流動負債合計 20,641 20,448

固定負債   

退職給付引当金 5,328 5,291

役員退職慰労引当金 598 587

資産除去債務 15 14

負ののれん 6 3

その他 402 403

固定負債合計 6,350 6,301

負債合計 26,991 26,749
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,302 13,302

資本剰余金 12,745 12,745

利益剰余金 26,510 26,326

自己株式 △246 △250

株主資本合計 52,312 52,123

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 110 △11

為替換算調整勘定 △98 △129

その他の包括利益累計額合計 11 △141

少数株主持分 1,074 1,108

純資産合計 53,398 53,091

負債純資産合計 80,390 79,840
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 50,895 52,810

売上原価 36,696 36,989

売上総利益 14,199 15,820

販売費及び一般管理費 14,370 14,272

営業利益又は営業損失（△） △171 1,548

営業外収益   

受取利息 24 20

受取配当金 25 30

保険返戻金 15 15

負ののれん償却額 7 3

持分法による投資利益 48 63

その他 194 177

営業外収益合計 316 311

営業外費用   

支払利息 2 3

賃貸費用 41 42

売上割引 42 41

為替差損 20 38

損害賠償金 2 35

その他 14 22

営業外費用合計 124 183

経常利益 19 1,676

特別利益   

負ののれん発生益 － 16

投資有価証券売却益 － 2

前期損益修正益 30 －

貸倒引当金戻入額 17 －

特別利益合計 48 19

特別損失   

投資有価証券評価損 3 27

固定資産処分損 28 26

その他 － 4

特別損失合計 31 59

税金等調整前四半期純利益 36 1,637

法人税等 △5 834

少数株主損益調整前四半期純利益 41 802

少数株主利益 73 79

四半期純利益又は四半期純損失（△） △31 723
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 41 802

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △61 △123

為替換算調整勘定 △160 △52

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 1

その他の包括利益合計 △223 △174

四半期包括利益 △181 628

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △190 570

少数株主に係る四半期包括利益 8 58

― 10 ―



【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

１  偶発債務 

連結会社以外の会社の入札及び履行保証に対して、債務保証を行っております。 

  

 
  

※２  手形割引高及び裏書譲渡高 

  

 
  

※３  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高から除かれております。 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

税金費用の算定方法 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっ

ております。 
 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。 

 

前連結会計年度 
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日)

Unitech Nohmi Fire 
Protection System  
Pvt.Ltd. 

33百万円
(INR17,734千) 

Unitech Nohmi Fire 
Protection System  
Pvt.Ltd. 

14百万円
(INR9,737千) 

能美保利(北京)智能技術
有限公司 

0  〃
(CNY24千) 

計 33百万円 14百万円

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成23年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 31百万円 53百万円

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成23年12月31日)

受取手形 － 252百万円

支払手形 － 315  〃 
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(四半期連結損益計算書関係) 

売上高の季節的変動 

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累

計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

当社グループの売上高は、通常の営業形態として第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結

会計期間と比較して多くなる傾向にあります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、の

れんの償却額及び負ののれん償却額は、次のとおりであります。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

      該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

      該当事項はありません。 
  

  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

減価償却費 1,069百万円 1,141百万円

のれん償却額 ― 12  〃 

負ののれん償却額 7  〃 3  〃 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 453 7.5 平成22年３月31日 平成22年６月28日

平成22年11月５日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 453 7.5 平成22年９月30日 平成22年12月７日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 453 7.5 平成23年３月31日 平成23年６月27日

平成23年11月４日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 453 7.5 平成23年９月30日 平成23年12月６日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円)

 
(注)  １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、駐車場設備、防犯設備等を含 

    んでおります。 

２  セグメント利益の調整額△3,473百万円は全社費用であります。 

    全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。 

３  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円)

 
(注)  １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、駐車場車路管制システム等を含 

    んでおります。 

２  セグメント利益の調整額△3,487百万円は全社費用であります。 

    全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。 

３  セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

    第１四半期連結累計期間において、火災報知設備で16百万円の負ののれん発生益を計上しており 

  ます。これは、当社連結子会社である八洲防災設備㈱の株式の一部を取得したことにより発生した 

  ものであります。 

 報告セグメント
その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結損益 

計算書計上額 

(注)３ 
火災報知 

設備 
 消火設備 保守点検等 計 

 売上高    

  外部顧客への売上高 19,165 14,577 13,918 47,662 3,233 50,895 ─ 50,895 

  セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
46 96 0 143 141 285 △285 ─

計 19,212 14,674 13,919 47,805 3,375 51,181 △285 50,895 

セグメント利益 358 916 1,752 3,026 275 3,302 △3,473 △171

 報告セグメント
その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結損益 

計算書計上額 

(注)３ 
火災報知 

設備 
 消火設備 保守点検等 計 

 売上高    

  外部顧客への売上高 18,454 16,626 14,475 49,555 3,254 52,810 ─ 52,810 

  セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 
47 61 0 109 144 253 △253 ─

計 18,501 16,687 14,475 49,664 3,398 53,063 △253 52,810 

セグメント利益 1,063 1,893 1,885 4,843 192 5,035 △3,487 1,548 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額(△)の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 
(注)  当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

第68期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当について、平成23年11月４日開催の取締

役会において、平成23年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。 

①  配当金の総額                                  453百万円 

②  １株当たりの金額                                7円50銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成23年12月６日 

  

  

  

  

  

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純
損失金額(△) 

△53銭 11円98銭

(算定上の基礎) 

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)(百万円) △31 723 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失金
額(△)(百万円) 

△31 723 

普通株式の期中平均株式数(株) 60,349,703 60,335,202 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年２月10日

能美防災株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている能

美防災株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、能美防災株式会社及び連結子会社の平成23
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    森          俊    哉    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    丸    田    健 太 郎    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年２月10日 

【会社名】 能美防災株式会社 

【英訳名】 ＮＯＨＭＩ  ＢＯＳＡＩ  ＬＴＤ． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    橋  爪      毅 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段南四丁目７番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長 橋爪  毅 及は、当社の第68期第３四半期(自 平成23年10月１日 至 平成23年

12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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